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５） 山本由美「『地方創生』のもとの学校統廃合を検証する」『住民と自治』639，2016. 7，p.23。
６） 山下祐介『地方消滅の罠―「増田レポート」と人口減少社会の正体』ちくま新書，2015，pp.66 ︲ 68。











『教育心理学研究』50，2002，pp.109 ︲ 110 を参照。
14） 酒井厚 他「家庭― 学校― 地域の連携を支える教員の活動― 学校のアンカーポイント役割遂行の観点から
―」『教育心理学研究』64，2016，p.506。




16） 2015 年度から、県内の 14 校（小学校８校、中学校６校）が実施校に指定され、地域連携に関する校内
推進体制や地域との連携体制づくり、校内研修の充実、地域の教育資源を生かした教育活動の充実等、学
校や地域の実態に応じた特色ある学校づくりの実践が行われている。
17） ただし、「那須町学校適正配置等計画」では、小学校の場合１学年単学級でも 20 人から 30 人の規模があれば、
適正規模とすることとした。
18） 2014 年度以降、統廃合の検討が継続的に進められ、2019 年４月に統合することが決定された。
19） 委員は、他に PTA 会長、自治会長、公民館長、Ｄ中学校校長・教頭・事務職員、が含まれる。
20） インタビュー調査は、那須町教委会議室に於いて、第１回調査を 2017 年２月 28 日に、第２回調査を
2018 年９月 10 日に実施した。２回とも、半構造化面接法を用い、１時間 30 分のインタビューを行った。
引用した逐語記録は、文意を損ねない程度に補足等を行い、補足個所は小括弧で示してある。いずれも、
談話分析による分析を行っている。Ｄ中学校関係者の記録についても同様である。
21） インタビュー調査は、Ｄ中学校校長室に於いて、第１回調査を 2017 年２月 28 日に、第２回調査を 2018
年２月 27 日に実施した。第１回、第２回共に、各対象者に 40 分から１時間程度の個別のインタビューを
行った。
22） 増田（2014）では、20 から 39 歳の女性人口の減少率が、推計で５割を超える 896 の自治体を「消滅可
能性都市」と定義づけている。尚、那須町の若年女性人口変化率は、－54.1％と推計されている。増田寛
也 編著『地方消滅―東京一極集中が招く人口急減―』中公新書，2014，pp.29，217 を参照。
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